

標準様式８
申請者名（法人名）　　　　　　　　　　　　　見　本

事業所名
サービス種別　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【建築・消防】関係部署等との法令適合確認書
【記入例】
	確認した部署等
	担当者名
	確認日
	確認した内容

	（消防関係）
消防局○○課
	
○○　様
	
R8.4.1
	
消防設備等の設置について
消防検査の日程等について
消防法に適合している
など

	（建築関係）
建築士等
	
○○建築事務所
××　様
	
R8.4.1
	①用途地域等について
□事業の実施が可能な用途地域である。
□市街化調整区域でない。
□事業の実施が可能な地区計画区域又は地区計画の制限がない区域である。

	
	
	
	②既存建物で用途変更の建築確認申請が必要な場合又は建築物を建築（新築、増築、改築、移転）する場合
□実施済み　⇒　確認済証（写）添付
※工事完了後は検査済証（写）を提出してください。
□未実施　⇒　実施時期
（令和　　年　　月　　日頃）
※指定日前に必要な手続きが完了していない場合、指定は受けられません。（指定日前に検査済証又は受付印押印のある工事完了届の写しを提出すること。）

	
	
	
	③既存建物で用途変更の建築確認申請が不要な場合
※確認申請が不要の場合でも、建築基準法に適合した構造設備であることが必要です。

■今回使用する建築物について建築確認申請が不要であり、かつ建築基準法の用途分類による上記の用途として、建築基準法上の規定に適合していることを左記の建築士等に確認しました。


※消防法・建築基準法・都市計画法以外にも関連法令を遵守する必要がありますので、関係各所に確認をしてください。
※訪問系サービスや相談系サービス（居宅介護支援、相談支援等）の事業所は、消防との協議は不要です。

申請者名（法人名）　
事業所名　　　　
サービス種別　　
事業所住所　　　
電話番号　　　　
担当者氏　　　　

【建築・消防】関係部署等との法令適合確認書
【記入用】
	確認した部署等
	担当者名
	確認日
	確認した内容

	（消防関係）

	

	

	

	（建築関係）

	

	

	①用途地域等について
□事業の実施が可能な用途地域である。
□市街化調整区域でない。
□事業の実施が可能な地区計画区域又は地区計画の制限がない区域である。

	
	
	
	②既存建物で用途変更の建築確認申請が必要な場合又は建築物を建築（新築、増築、改築、移転）する場合
□実施済み　⇒　確認済証（写）添付
※工事完了後は検査済証（写）を提出してください。
□未実施　⇒　実施時期
（令和　　年　　月　　日頃）
※指定日前に必要な手続きが完了していない場合、指定は受けられません。（指定日前に検査済証又は受付印押印のある工事完了届の写しを提出すること。）

	
	
	
	③既存建物で用途変更の建築確認申請が不要な場合
※確認申請が不要の場合でも、建築基準法に適合した構造設備であることが必要です。

□今回使用する建築物について建築確認申請が不要であり、かつ建築基準法の用途分類による上記の用途として、建築基準法上の規定に適合していることを左記の建築士等に確認しました。


※消防法・建築基準法・都市計画法以外にも関連法令を遵守する必要がありますので、関係各所に確認をしてください。
※訪問系サービスや相談系サービス（居宅介護支援、相談支援等）の事業所は、消防との協議は不要です。



